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v ケインズ I一般理論Jにおける単位の選定の意義

I 問題の所在

藤原新

ケインズは，『一般理論』第4章「単位の選定」で，量的表示の可能な概念が経済学におい

て果たす役割を次のように二つに分類しそれぞれに必要とされる厳密さが異なっていること

を指摘している 1）。量的表示の可能な概念は，第一に，厳密な計算のためではなく近似的なも

のとして，判断という一般的能力に頼りながら，暦史的，社会的な好奇心を満足させるために

歴史的および統計的な記述や比較の手段として用いられることがある。第二に，純粋に理論的

な数量的分析の素材として用いられることがある。前者の使用法では量的表示の可能な概念に

はかなりの程度の数量的睦味さが許されるが，後者の使用法ではけっして暖味さは許されない。

ケインズは多種多様な物から構成され同じ単位で比較できない集団を歴史的および統計的分野

で扱うことについて次のように述べている。「十年前あるいは一年前に比べて，今日の純産出

量は大きいが物価水準は低いと言うことはヴイクトリア女王はエリザ、ベス女王よりもよい女王

ではあったが，より幸福な女性ではなかったという言明に似た性質をもった命題である一一こ

のような命遍は無意味なものでもなければ興味のないものでもないが，微分学の素材としては

不適当である。J2) 

1) The GenerαJ Theory of Employment, Interest αnd Money, 1936αs Collected Writings 

of John Mαynαrd Keynes (JMK) vol.7, pp.39 400 

2) JMK vol.7, p.40。以下，引用文はについては邦訳書のあるものについてはそれを参考にはした

が訳文は必ずしも邦訳書のものとは同じではない。
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では，「理論jの書である『一般理論』においてケインズは量的表示の可能な概念をどのよ

うに扱わなければならなかったのか。ケインズは『一般理論jが扱っている問題について［貨

幣論』と比較しつつ次のように述べている。

「『貨幣論』を書き始めたとき，私は依然として貨幣という影響要因を需要供給の一般理論からはい

わば切り離されたものと見る伝統的な考え方に立っていた。・・・・・・私が先入観から解放されていなかっ

たことは，産出水準の変化の影響を徹底的に取り扱うことができなかったという，今にして思えばあ

の書物の理論的部分（すなわち，第三編および第四編）の顕著な欠陥となって現われた。・・・・・・それ

に対して，本書［『一般理論』］は，何よりも産出や雇用の規模の変化を全体として決定する諸力の研

究をである。」 S)

ケインズの『一般理論』における主要な課題は，資本設備が一定であるという短期理論とし

て消費性向，流動性選好，貨幣供給量，資本の限界効率などが変化したとき，経済全体として

の産出の規模がどのような経路を経て，どのように変化するかを分析することであった。つま

り，ケインズが f一般理論』で主に課題としていたのはこのような量的表示の可能な概念の問

の因果分析であり，そのためには先の第二の使用法が必要とする数量的概念としての厳密さが

要求される 4）。

ところで，売の引用文中に「産出水準の変化jとあるが，この産出量は暖昧さを許きない

「純粋に理論的な」ひとつの量としてどのように表現するべきであろうか。あるひとつの商品

についてみれば産出量の変化が意味するところは明らかである。米の生産がl万トン増加すれ

ばそれは明らかに米の産出量の増加であって，その増加率も一義的に確定する。しかし，考慮、

に入れなければならない商品の種類がもうひとつ増えて二つになっただけでも，この単純な議

論はもう当てはまらなくなる。たとえば，もし自動車の生産が1万台減少し同時に米の生産が

1万トン増加したとしたら，全体としての産出量はどのように変化したと言えるのだろうか。

増加したのだろうか，減少したのだろうか，あるいは不変なのだろうか。言うまでもなく，経

済全体としての産出を構成するのは，自動車や米にとどまらず，小麦，鉄鋼，医療サーピス等々，

多種多様な無数の商品である。この場合，多種多様な商品の個々の産出量の変化からなる全体

としての産出量の変化をいかに測定すればよいのだろうか。

ケインズはこの間いにたいして，経済全体としての産出量の変化を測定するためには労働単

位を用い，雇用量を尺度とする以外にないという回答を与える。

多種多様な商品がそれぞれ異なる物量単位をもっとすれば，これらを単純に合計することは

できないから，これらを合計するためには，すべての商品に共通する単一の単位をなにか用い

3) JMK vol.7, p.xxii。以下，［ ］内は引用者の加筆，強調は原著者のもの。

4 ）「明らかに，われわれの数量的分析は数量的に唆味に表現されたものをひとつも用いないで表現さ

れなければならない。」 （JMKv-01.7, p. 39) 
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る他ないことは誰でもわかることである。また， わが国の国内総生産が昨年度実績見込みで

480兆円を記録したと報道されるように，一国で生産される多種多様な商品の総体を貨幣単位

という共通な単位によって合計することもまた誰でも思いつくことである。事実，すべての経

済量が貨幣表示されて用いられることは，理論においてであれ統計においてであれ，だれ一人

として疑うととのない当然の慣行となっている。だからケインズが全体とじての産出量の変化

を直接的に測定するために，労働単位という単位を用い，雇用量を尺度として測定するという

議論を，『一般理論jにおいてあえて「単位の選定」という章を設けてまで展開したことはき

わめて異例のことであった。ケインズは何を考えて貨幣表示という慣行に異論を唱えたのか。

ケインズの単位の選定にはこれまで 貨幣表示の産出量の変化から物価の変化を除去するこ

とで実物産出量の変化を得るという伝統的な立場から，疑問が投げかけられてきた。たとえば，

「H ・H ・ケインズにとっては名目的な貨幣価値表示の大きさを価格指数によって修正するか，賃金率指

数によって修正するかはさして重要なことではなかった。……彼がデフレータ｝として賃金単位のか

わりに価格指数を用いたとしてもケインズの分析はまったく同じように立派に進めることができたで

あろう。ケインズの目的にはどちらの方法でもよかったであろう。恒常価値ドルを用いようと恒常賃

金単位ドルを用いようと，いずれの方法も名目的な（すなわち貨幣表示の）大きさを実物表示に還元

する合理的に満足すべき手段とみなすことができる。基本的には，事柄はさして重要なことではな

い。結局のところケインズの読者は恒常賃金単位ドルよりもむしろ恒常価値ドルの方をおそらくよ

り好んだことであろう。」5)

「H ・...r一般理論』のような比較的短期の分析に関しては，常識的に現解しやすい物価指数による実

質催測定を用いる方がむしろベターであると思われる H ・H ・。J6) 

本稿の課題は，こうした見解とは逆に，『一般理論』においては数量的分析に必要な厳密さ

を確保するためには，産出の規模を表わす尺度は労働単位を用いた雇用量以外にはなかった理

論的必然性を明らかにすることであるc ぞれは，さらに，ケインズの『一般理論Jがなぜ短期

理論として構成されなければならなかったかを解明することにつながっていく。単位の選定と

いう問題は，一見，技術的な問題で『一般理論』の本筋とは無関係であるように見えるけれど

も，実はその理論構成を決定づける基本的問題なのである。その意味で，ケインズの経済学観

を豊かに物語るのが単位の選定の問題であるとも言える。

一般に，物が量をもっということは厳密には次の内容をもっている。物にはその物がどんな

ものであるかを示す規定性である質が存在する。質はひとつの物にたいしてひとつであるとは

かぎらない。物の量的側面はその物がもっ質的側面のひとつひとつに対応して存在する。そし

5) Hansen A.H. A Guide to keynes, McGraw Hill, 1953. pp.42-440大石泰彦訳『ケインズ

経済学入門J，東京創元社， 1956年，邦訳64-67ページ。

6）川口弘『ケインズ一般理論の基礎』，有斐閣， 1977年， 206ページ。
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て，単位を適切に定めることによってその量を数値として測定し認識できる。したがって，あ

る物の量の測定値について語るときには，実際にはその物がもっ多くの質うちからある分析目

的にとって適切な質をひとつだけを取り上げていることになる。とすれば，二つの物の量の測

定値を加えあわせる場合には，その二つの物がそれぞ、れもつ多くの質のうち両者に共通する質

をひとつだけとりあげて，その質によって規定される量をあるひとつの共通した単位を用いて

測定し，その結果えられた数値を加えあわせているということになる。だから，多種多様な物

からなる集合にたいしてその量の測定や比較をする場合には，この共通する質に対応する共通

単位がひとつ存在し，それぞれの量がこの共通単位を用いて集計され，数値で表わされていな

ければならないことになる 7）。

経済全体において存在する商品の種類は無数と言ってよく，それぞれが異なった物理的特徴

や有用性をもっている。こうしたそれぞ、れに異なった商品の総量を測定しようとすれば，それ

ぞれに異なった商品がもっ質の中からそれぞれに共通する質を見つけだすことが必要になる。

しかも経済学の場合，その共通する質は経済学が問題とする質的側面でなければならない。

商品とは交換のために生産される労働生産物である。市場経済においては商品は市場におい

て価格をつけられ相互に交換される。したがってすべての商品に共通する質とは，（1）市場に

おいてつけられる価格のもとで相互に交換されること，（2）労働生産物であること，のこつで

ある。前者から貨幣で商品の数量を測定する可能性が生まれ，後者から労働で商品の数量を測

定する可能性が生まれる。したがって，産出量を測定する尺度として，貨幣を用いる慣行的方

法と労働を用いるケインズの方法の二つはそれぞれ量的把握のための理論的要請を満たしてい

るわけである。前者については，貨幣が同質であることは明らかだから，もし貨幣単位で表示

された産出量を何らかの方法でうまく加工することができれば，実物産出量をとらえることが

可能である。後者については，労働は人々の能力や適性の違いの差はあるものの，これを同じ

人間労働であると考え，能力や適性の違いは程度の差と考えてもよいと考えればその同質性は

明らかになるから，雇用量と産出量とが一義的に関係づけられれば，労働単位で表示された産

出量で実物産出量をとらえることが可能である。

この二つの可能性を前にしてケインズが『一般理論Jで採用したのは後者である。ケインズ

は貨幣表示は量的単位としての必要条件を満たしてはいても，産出量という経済学の量的概念

を表わすものとしては十分ではないと考えたのである。これはケインズが『一般理論jの執筆

にあたって新たに思いついたことではなく，その背後にある長い理論的研究の成果をふまえた

ものである。以下，貨幣表示がもたらす解決不可能な問題を第H章で，その理論的な理由を第

皿章で扱う。また，第N章，第V章では労働単位を採用する積極的な理由とそれを可能にする

条件とを明らかにする。

7 ）山田耕之介「経済学における数学利用と経済学の数学化J，『金融経済』， 200号，金融経済研究所，

1983年， 126ページ参照。
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II 国民分配分による産出量の測定

ケインズはピグーやマーシャルの「国民分配分」について，この概念に実物表示の産出量を

直接測定するものだという性格を与えた上で，数量的分析の基礎とすることにたいして次の二

つの点から批判を行なっている。第一は，これが「当期の産出物の量あるいは実物所得を測る

ものであって産出物の価値あるいは貨幣所得を測るものではない」から，このような非同質的

な複合体を測る場合には「厳密にいえばひとつの産出物に含まれているすべての項目が，同じ

割合で他の産出物の中にも含まれているというような特殊な場合を除けば，これらは測定不可

能である」ということであり，第二は，国民分配分は「純」概念であり，資本設備への純付加

分を測定しなければならないので 実際には実物的な損耗がなかった場合にも物的数量に変化

があると想定しなければならないということである。第二の批判点では「純」概念をとること

で，国民分配分は実物産出量の測定値であると定義しながら，価値の変化を導入するという矛

盾に陥らざるをえないというのである 8）。

では，第一の批判点にかんして，実際にピグーの『厚生経済学.I＇）を見てみよう。ピグーは

国民分配分について，第3章「国民分配分」で一般的な説明をしたあと，第5章「国民分配分

の大きさの変化」において，「［国民分配分は］ある任意の期間において，その期間に生産され

る財および用役の特定の集合からなる客観的なものJであり，「できうるなら，その大きさの

変化をある客観的物理的単位に関連して定義したい……と望むのが当然である」叩）と述べ，国

民分配分が実物産出量の測定を前提とした概念であることを明確にしている。ケインズの批判

はピグーの国民分配分のこのような性質にかんして実物産出量の直接的な測定が不可能である

というものである。しかしながら，ビグーの国民分配分の概念が数量的分析の基礎としては不

適切であることを言うためには実はそれだけでは十分で、はない。ケインズが批判するまでもな

く，ピグー自身も多様な産出物からなる国民分配分を直接測定したり，その大小を物理的な比

較によって直接に決定する手段がないことは認めており，この測定や比較を可能にする別の尺

度について検討しているからである。結論から言うと，ピグーの国民分配分の測定の問題点は，

実は，貨幣表示された経済量を「実質化jすることによって実物表示の経済量をえることがで

きると考えていることにある。以下，このことを明らかにするために，ピグーによる国民分配

8) JMK vol.7, p.38。さらにケインズは「技術変化によって新しい設備と旧い設備とが同ーのもの

でなくなった場合」 （JMKvol.7, pp.38 39）に前者と後者を比較することができない点からも国民

分配分の批判を行なっているが，この批判は短期の想定を越えてなされたものであり，後述するよう

に短期の想定を越えればケインズ自身の主張する測定単位もまた不可能になる。

9 ) Pigoou A. C. The Economics of Weljαre, 4th.edition, Macmillan, 1932，気賀健三，千

種義人他訳『厚生経済学J，東洋経済新報社， 1953年。

10) ibid., p.50 
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分の大きさの変化の測定をあとづけてみる。

ピグーは，国民分配分の変化にかんして，（1）国民分配分が一種類の商品だけからなってい

る場合にはもちろん，たとえ多数の異なった商品からなっていてもそれらのすべての数量が常

に同一の割合で変化した場合には，分配分の大きさの比較のみならず変化の大きさの数値的な

測定も可能である，（2）国民分配分が多数の異なった商品からなっている場合，その数量は必

ずしも同ーの割合で変化するわけではないが，ある一つの商品の数量が増加した場合他の商品

の数量が減少することさえなければ，変化の大きさの数値的な測定はできないけれども大小の

比較は可能で、ある，と述べている。しかし，これらの条件はどちらも現実には成り立たないか

ら，国民分配分の変化の大きさを直接に測定したり大小を比較したりすることは現実には不可

能であると言う 11）。そして，そのうえで，国民分配分の増加は「第二期に分配分につけ加えら

れた品目を，第二期に分配分から取り去られた品目よりも強く欲求するような場合」ロ）に生ず

るとして，具体的には国民分配分の増加を「第一期の見地から見て，分配分の大きさの増加と

は，もし第二期の晴好が第一期に一般的であったものと同一であり かつ購買力の配分もまた

第一期に一般的であったものと同一であったとすれば，その集団が第二期においてつけ加えら

れた品目を保持するためには，第二期において取り去られた品目を保持するために支払おうと

する金額よりも多額の貨幣の支払いをあえて行なうような分配分の内容の変化である」日）と定

義し，これを国民分配分の変化の規準としている。

さらに，ピグーは入手可能なデータは各種商品の数量と価格のみであるとし，これのみを用

いて上の基準に沿った測定を行なうための尺度を次のようにして求める凶。

人々の集団は第一期には X1,Y1,Z1…．単位の商品を含む C1という集合に支出し，第二期には

X2, Y2, Z2・…単位の商品を含む C2という集合に支出するものとし，これらの各商品の第一期の

単位あたりの価格を al,b1, C1 －－とし，第二期の価格を αbb2, C2・ーとする。またその集団の

総貨幣所得を第一期にはL，第二期にはιとする。すると，もしこの集団が第二期において

も第一期と同じように，すなわち C1集合にたいして支出するならば，

第二期における商品購入総量＝kz×第一期における商品購入総量

＋一
l
十

＋
一
＋

＋
一
＋

’κ
 

1
レ

ということになるはずである。

11) ibid., pp.50-51 （邦訳62-63ページ）。

12) ibid.' p.51 （邦訳出ページ）。

13) ibid.' p.54 （邦訳66ページ）

14) ibid.' pp.60-69 （邦訳7386ページ）。
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同様にもしこの集団が第一期においても第二期と同じように，すなわち C2集合にたいして

支出するならば

第三期における商品購入総量＝ kp×第一期における商品購入総量

一ι X:fl1ートY2b1十ZzC1＋…
た だ し 丸 一－

P f1 X:flz十Y2b2十Z2C2十…

となる。

もし， k1,kpの両方がlより大きければ，この集団は C1の型で支出しようとも C2の型で

支出しようとも，どちらにしても第二期において第ー期よりも多くの商品を買うことができる

ことになる。

ところで，実際にはこの集団は第二期においては C2の型の支出を行なっているのだから，

第二期における C2への支出から得られる経済的満足

＞第二期における C1への支出から得られる経済的満足

＞第一期における C1への支出から得られる経済的満足

となっているはずである。

以上のことからピグーは，第三期に付け加えられた品目を保持するために支払おうとする金

額と第二期に取り去られた品目を保持するために支払おうとする金額との比較からなる国民分

配分の比較基準を測定する尺度の範囲を与えるものとしてkt'kpをあげ，単一の尺度として

は時点逆転テストと要素逆転テストに合格することを理由に，

月了て万ア 2 I 1a十Y1b1+Z1C1+・・・ X:fl1 十 Y2b1十Z~1 十・・・、k，×k仇ー .. I 
ドサーp /1 V X1a2+Y1b2十Zん 十 … X:flz十Y2b2+Z~2十…

をあげている。これを変形すれば

12 
11 

X1a2+Y1b2+Z1C2十・・・ v X:fl2十 Y2b2 十Z2C~十・－

X1a I十Y1b1+Z1C1十・・・ X:fl1 +y2b1十Z2C1＋・・・

となるが，これは第一期と第三期の貨幣所得の比率をフイツシャ一指数で割ったものである。

ここから，ピグーの国民分配分の変化を測定することは，貨幣所得の変化をフイツシャー指

数を用いて実質化することにほかならないことがわかる。したがって，ピグーの国民分配分の

変化の測定の問題点について検討を加えるととは，結局のところ，貨幣表示の所得の変化をフイツ

シャ一式を用いた物価指数で「実質化」することによって実物表示の所得が得られるとするこ
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との問題点を検討することに帰着する。この検討は後のIII-2で行なうことにする。

マーシャlレは｛経済学原理』において国民分配分を「生産される物と用役の純総計（net

sum total of things and services produced) J15l と説明し，これが実物表示の産出量である

とするが，「貨幣の一般的購買力」を不変であると仮定することによって， これを実物所得の

尺度として用いることの根拠としている 16）。ここではマーシャルは個々の商品に価格変動があっ

ても，それらの変動が相殺された「貨幣の一般的購買力が不変で、ある」状態を前提としている。

このような相殺が可能であるという前提，あるいは個々の商品の価格変動を許しながら不変に

保たれる「貨幣の宇般的購買力」なるものが存在しうるという前提については，あらためて考

えてみなければならない。この問題は本稿III-1 「一般物価水準の測定Jで検討される。

III 貨幣表示から実物表示へ

先に，数量的分析の求める厳需さを前提にすると，多種多様な物からなる集団の量の比較や

測定がなされるための条件は，これらの物が共通する質をもち それに対応する共通単位が存

在し，それぞれの量がこの共通単位を用いて数値で表わされることであると指摘した。生産物

は市場において貨幣で表示される価格をもとに互いに交換されるという点で商品として同一で、

あり，生産物の種類が具なりその実物量を測定する単位が異なってもそれぞれの生産物の価額

を表わす貨幣は同質だから，すべての生産物の量は貨幣という共通単位で測定できる。ケイン

ズが数量単位のひとつの可能性として貨幣をとり上げる 17）のは明らかに経済量が貨幣で表示き

15) Marshall A目 Principlesof Economics, 8th.edition, Macmillan,1922, p目511，永i畢越郎訳

『経済学原理』第4巻，岩波ブックセンタ一信山社， 1985年， 11ページ。また，別の箇所では国民分配

分について「一国の労働と資本は，その国の自然資源に働きかけて，あらゆる稜類の用役をも合めた

物質的ならびに非物質的な商品の，ある純総量（acertain net aggregate of commodities）を

年々に生産する。純という限定語は，原材料と半製品の消耗と，設備の生産における消耗と減価に対

して考慮する必要があるためである。すべてこれらの消耗は，真ないしは純所得を見出すことができ

る以前に，粗生産物からもちろん差し引かなければならない。また，外国投資による所得を加算しな

ければならない。……それが一国の真の年純所得または収入ないしは凶民分配分である。J(ibid., p. 

523）とも定義している。

16）「すべての財の価格は時とともにまた場所によって上昇しあるいは下落する。またそのような変化

につれて貨幣の購買力はそれぞれの財にかんするかぎり変化する。もし貨幣の購買力が若千の財につ

いて上昇し，同時に同じ程度に重要な他の財について同じ程度の下落が生ずるならば，貨幣の一般的

購買力（すなわち財一般を購入する力）は一定のままである。このことは表干の困難を合んでおり，

それはのちに研究しなければならない。しかしそれまでは一般に用いられている十分明瞭な意味に用

いてよいであろう。本書を通じて貨幣の一般的購買力の変化は無視する。それゆえに任意の財の価格

は財一般に対する交換価値を表わすものであると，言い換えれば一般的購買力を表わすものと見てよ

いであろう。」 （ibid.p.62) 

17) JMK vol.7, p.41, p.43o 
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れた場合，数量的分析にとって必要な共通単位の要件が満たされるからに他ならない。

ところが，貨幣表示された経済全体についての産出量は，そのままではケインズが必要とす

る産出の規模を表わす実物表示の産出量の尺度としては役に立たない。総庄産物を構成する個々

の生産物の価格のどれかが変化すれば，実物表示の産出量は変化しなくても貨幣表示の1輩出量

は変化するからである。

通常，この問題は貨幣表示された産出量の変化を一般物価水準の変化，あるいはその逆数で

ある→般的貨幣価値の変化を用いて「実質化jすることで回避できるとされる。では，一般物

価水準や一般的貨幣価値とは厳密にはどのようなものだと定義され，その変化はどのように測

定されるのだろうか。

もし，その経済において生産されるあらゆる生産物の価格が同じ割合で変化（たとえば二倍

に上昇）したとすれば，一般物価水準はその割合だけ変化（二倍に上昇）したと言うことがで

き，そのとき一般的貨幣価値はその割合の逆数だけ反対方向に変化（二分のーに下落）したと

言うことができる。言いかえれば，すべての生産物について，相対価格を不変に保つような価

格変化が生ずるときには，一般物価水準の変化の大きさは測定できるのである。しかし，実際

にはさまざまな生産物の価格の変化は決して均一ではない。ある同じ期間をとってみても価格

が上昇する生産物もあれば下落する生産物もあり，またその変化率もさまざまであるのが普通

である。このような場合であっても，すべての生産物の価格が同じ割合で変化したときと同じ

ように一般物価水準あるいは一般的貨幣価値の変化というものは測定できるものなのだろうか。

貨幣表示の産出量の変化は測定できるから，もしこのような一般的貨幣価値の変化が測定でき

れば先の場合と同様に貨幣表示の産出量の変化からこの変化を除去することによって実物表示

の産出量の変化をしめす尺度を得ることができる。しかしそのような測定は可能なのであろう

か。

以下，一般物価水準の変化あるいは一般的貨幣価値の変化の測定について検討することにす

る。ケインズによれば，そのような一般物価水準あるいは一般的貨幣価値の変化の測定は不可

能であり，したがって貨幣表示の産出量の変化からは実物去示の産出量の変化を得ることはで

きないということになる。このケインズの評価は正しいであろうか。

m-1 一般物価水準の測定

ケインズは一般物価水準について「一般物価水準という概念には周知の，しかし避けること

のできない暖昧さという要素が明らかにつきまとっており，そのためにこの用語は，正確で、な

ければならない因果分析の目的にとってきわめて不満足なものとなっているjl8）と述べ， 一般

物価水準は厳密な数量的分析の素材とはならず，その使用は近似的な歴史的・統計的な分野に

18) JMK vol.7, p.39o 
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かぎるべきであるとしている。この節の課題はケインズの言う「暖味さjの理論的内容を明ら

かにすることである。

実は，一般物価水準は測定できないとするケインズの指摘は『一般理論Jが最初ではない。

1909年の「指数論」（＇ TheMethod of Index Numbers with Special Reference to the 

Measurement of General Exchange Value’Wおいて，ケインズは「個々の交換価値の集合

(ensemble）であると定義された一般的交換価値は一般的には測定不可能である……」却）と述べ

ている。また， 1921年に出版されたの『蓋然性論.l(Treatise on probability）では，指数を

「合成商品を単に記述しただけの」もの，「それぞ、れ異なった結果を精密機械の変動と類似した

仕方で組み合わせる」もの，「問題としているものそのものではなく，それとは違ったさまざ

まな量についての結果や，一部は問題としているものの偏差に起因するとはいうものの，はっ

きりそれとは違うとわかる影響要因にもまた起因することが十分わかっているような偏差を組

み合わせる」ものの三つに分け，「第三のタイプの指数が第二のタイプの指数にのみ妥当する

方法や議論で扱われることが多いj•l）と述べ，それが指数論における混乱の基本的要素である

と指摘している。ここでは 第ーのタイプが消費者物価指数生計費指数などある決められた

商品群からなる合成商品の価格変動を記述する指数を，第二が誤差理論を用いた変動の平均化

を用いて得られるような指数を そして 第三のタイプが一般物価水準の変化を表わすような

指数をそれぞれ表わしているとおもわれるが，もしそうだとすれば，一般物価水準の変化を表

わす指数を誤差理論を用いた方法で作ることが混乱のびとつの原閏だと言っていることになる。

また，『一般理論Jの1933年草稿においてもケインズは，［もしわれわれが，ここでの目的にとっ

て十分に非同質的な産出物の集計量を測定する方法についての困難を克服することができると

仮定するならば……j22）と留保条件を付けて『貨幣論』と同様の基本方程式を展開したあと，

次のように述べている。「H ・H ・産出物ー単位あたりの平均価格という概念は非同質的な複合体

の数量的な測定値にかんして，実物産出量それ自体の測定で生じるのとまったく同じ困難を生

じるということが見てとれる。／したがって，厳密にいえば，実物産出量を測定する困難を克

服できる特別なケースを除けば，先に与えた価格方程式を用いることはできない。 Lかしなが

ら，とくに連続した区間内の時間に起こる変化が小さいと考えれられる場合，近似的な描写と

してはほとんどの実践的な日的にとって，この方程式で十分であることは言うまでもない。全

体としての産出量の価格水準の変化についてのわれわれのすべての言明は異なった二つの状況

の両方に厳密に適用できる物価指数を規定するという難点を前提としているというのはよく知

られた真理である。」田）ケインズの指摘はどれも，さまざまな産出物の複合体の価格を意味す

19) JMK vol.11, pp.49-1560 

20) JMK vol.11, p.95a 

21) JMK vol.8, p.2370 

22) JMK vol.29, p.7lo 

23) JMK vol.29, p.73。
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る一般物価水準の測定が事実上不可能なことを意味している。この点について，以下少し詳し

く見てみよう。

先に，すべての生産物の価格が同一比率で変化したときには一般物価水準の測定が可能であ

ること，したがって生産物によって価格の変化が決しで均一でない現実の経済においても相対

価格を不変に保つような物価の絶対水準の変化を想定し その大きさを測定することができれ

ばそれが一般物価水準の変化の値となることを指摘した。したがって，問題は個々の生産物の

価格の変化率がそれぞれ異なっている場合に 各々の変化を相対価格を変化させる部分と相対

価格とは独立に絶対水準を変化させる部分とに分離し，価格の変化から前者を除去することに

よって後者を得ることができるかどうかということになる。

生産物価格の変化を相対価格を変化させる部分と絶対水準を変化させる部分とに分離すると

いうアイデアはエッジワースのいわゆる「不定標準」（theindefinite standard )24lに特徴的

に見られるが，これは貨幣数量説に基づく新古典派理論と整合的である。新古典派理論におい

ては，個別的な生産物の価格決定を扱っているところ ケインズの叙述にしたがえば「価値

の理論戸）ーーでは，需給条件によってそれぞれの生産物の価格と数量とが決定され，そのよ

うに決定されたそれぞれの生産物価格問の関係として相対価格体系が決まると考えられている。

そして，「貨幣および物価の理論」においては，数量方程式によって，貨幣供給量や流通速度

などから個別の生産物の数量とは無関係に物価の絶対水準が決定されるのであるお）。価格水準

の変化に関連して分離された二つの部分の特徴はそれぞれ次のようになる。まず＼相対価格を

変化させる部分は「価値の理論」が扱う生産物の需給にかかわる生産物の側に起因する変化で

あって，これがいかに変化しようとも物価の絶対的水準を変化させることはない。一方，絶対

水準の変化にかかわる部分は「貨幣および物価の理論jが扱う貨幣の側に起因する変化であり，

生産物の需給とは無関係に貨幣の需給によって決定される。「価値の理論」と「貨幣および物

24) Edgeworth F岨 J.pα:pers Relαting to PoliticαJ Economy, vol.1, 1925, rep. in 1993 by 

Themmes Press, p.296。またその内容については， pp.233-255を参照。

25) JMK vol.7, p.292 

26）『一般理論jにおいてケインズは古典派による二重の価格決定理論について次のように指摘してい

る。

「経済学者は，価値の理論と呼ばれるものを取り扱っている場合には価格は需要供給の条件によっ

て支配されるものであり，特に，限界費用の変化と短期供給の弾力性とが支配的な役割を演ずる，と

教えるのを常としてきた。しかし，彼らが……貨幣および物価の理論に移ると，われわれはもはやこ

れらの通俗的ではあるが，わかりやすい概念を聞かされることもなく，別の世界に引き入れられる。

そこでは，物価は貨幣量や，所得速度や，取引量と相対的な関係にある流通速度や，保蔵や，強制貯

蓄や，インフレーションおよびデフレーションや，その他これに類するものによって支配されるもの

とされ，これらの陵味きを増した語句を需要供給の弾力性という以前の考え方に関連づける試みは，

ほとんどあるいはまったくなされないのである 0 ..・H ・われわれは誰もが，時には月の表領uにおり，時

にはその裏側にいることに慣れてしまっていて，一見したところ夢と現実の世界のようになっている

この両者をつなげる道筋も道程もわからないままなのである。J(JMK vol.7, p.292) 
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価の理論」が完全に独立している以上，貨幣の側に起因する変化はあらゆる生産物の価格の生

産物の側に起因する変化のうえに一様に積み重ねられる。

エッジワースは誤差理論を用いてこの二つの変化を分離しようとする。すなわち，生産物の

側に起因する変化を偶然的な誤差項であるとし，実際に観察された諸生産物の具体的な価格変

化は貨幣の側に起因する変化とこの誤差項を重ね合わせた結果であると考える。そしてこの誤

差項を互いに独立であると仮定したうえで，大数法則に基づく誤差理論を用いて除去し，残差

として貨幣の側に起因する変化，すなわち一般物価水準の変化を得ょうとするのであるへ

大数法則に基づく誤差理論によって一般物価水準の変化を得るためには，観察値の数が十分

多いという条件ととともに，生産物の側に起因する変化が互いに相関をもたないという意味で

相互に独立であるという条件が必要である。誤差理論が頻度論的な確率理論に基づき，頻度論

的な確率理論が互いに独立な事象についてのみ成立する以上，誤差項は互いに独立であっては

じめて誤差理論によって処理されうるからである。したがって誤差項の聞に独立性が保証され

ない場合にはこのような処理法は根本的に不適当だということになってしまう。

ところが，生産物の側に起因する変化の相互独立性というこの条件は，貨幣数量説を支持す

るか否かにかかわらず，とうてい受けいれることのできないものであることは容易にわかる。

たとえば生産物のうちには他の生産物の原料となりその価格が他の生産物の費用に入り込むも

のもあるように，多くの生産物はそれぞれ他の生産物と相互依存関係をもっているのだから，

生産物の組合せによっては価格聞に何らかの程度相関をもつものがあって当然だからである。

生産物の側に起因する変化が互いに独立でなく それぞれの生産物の価格の聞の相関の強さが

問題になるとすれば，貨幣の側に何か変化が生じたときに，すべての生産物に一様に及ぼされ

る影響とは別に，生産物聞の関係を通じて波及的な効果が新たにつけ加えられる。それぞれの

生産物につけ加えられる新たな効果の強さは生産物聞の技術的依存関係によってさまざまであ

るため，相対価格もまた異なってこざるをえない。貨幣の側に起因する変化が各生産物の相対

価格体系を変更するということになれば生産物価格の変化を相対価格を変化させる物的部分

と相対価格を不変に保ったまま絶対水準を変化させる貨幣的部分とに分離するという考え方そ

のものがもはや妥当しなくなる。ケインズはこのことから，一般物価水準の逆数として与えら

れる一般的貨幣価値，すなわちクールノーの言う「貨幣の内在的価値」お）を測定しようとする

27）エッジワースは「［問題は］ある商品の新しい価格と旧い価格との比率からなる多くの観察値を前

提として，このような観察値の平均 客観的あるいは客観的とみなしうる平均一ーを見つけること

である。このように問題を理解すると，誤差理論とも呼ぴうる確率計算のより高度な分野に属するこ

とになる。」とし，その誤差理論に基づく問題の例として「多くの独立な誤差を含む観察結果から星

の正しい位置を決定する方法」と「多くの個人を測定して『平均人.I［これは偶然的誤差の法則を人

間的属性に応用したことで知られるケトレー（QueteletL.A.）の「平均人」を指していると思われ

る。］としてのひとりの人間の典型的な身長を求める方法」をあげている。（Edgeworth,op. cit., 

p.237) 

28) JMK vol.5, p.72o 
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試みを「私は昔から，これは［望んで、も掴まえられない］逃げ水のようなものであり，円の面

積に等しい正方形を作図する無駄な試みのようなものであると考えてきた。それはイギリスに

伝統的な物価指数論の論議に，理解したり論じたりすることも難しい，とらえどころのない汚

点を残すものであったJ田）として，それが無益な努力であったと指摘している。一般物価水準

という概念は「昼気楼」初）にすぎないとケインズが考えたのはこのためである。

III 2 貨幣の購買力の測定

不定標準の測定が不可能であることが明らかになっても，別の標準を用いることによって，

貨幣表示の産出量を実物表示の産出量に変換することができると考えられるかもしれない。し

かし，どの生産物集合を選ぶかには無関係であるという意味で「不定jである不定標準以外の

標準は何らかの形に特定された生産物集合を前提として得られるものであるから，厳密に言え

ばその特定の生産物集合にかかわる場合以外では購買力を測る尺度としては意味をもたないこ

とになる。ケインズはこのことを指摘して次のように述べている。

「ある所与の文脈における貨幣の購買力は，一単位の貨幣で買える財および用役の量に依存するから，

それはある合成商品の価格によって測りうることになるが，この合成商品というのは，種々の個別的

な財および用役を，支出の対象としてのそれらの重要さに対応するある割合で合成したものである。

さらに，支出には多くの型と目的とがあり，われわれが関心をもつものはときによって異なっている

であろうから，これらの型と目的とに応じてそれぞれに適切な一つの合成商品が存在する。ある型の

支出を代表する合成商品の価格を，われわれは物価水準と呼ぶことにしそしてある所与の物価水準

の変化を示す数の系列を指数と呼ぶことにしよう。したがって，ある所与の文脈におけるー単位の購

買力と「等価」な貨幣の単位数は，それに対応する物価水準に依存し，そしてそれに特有の指数によっ

て示される。」31)

「したがって［貨幣の］購買力は常に一定の状況にある一組の個人，すなわちその実際の消費がわれ

われの採用する標準となるべきものを提供することになるような人々に関連づけて定義されなければ

ならないのであって，この関連が示されていなければ，明確な意味は何ももたないことになるのであ

る。」制

この点を具体的に検討するために 貨幣の購買力の変化を表わす指数としてラスパイレス式

を用いた消費者物価指数を例にとってみよう。いま， n種類の生産物をとりあげて基準時点で

のk生産物の生産物価格をρ削，比較時点での生産物価格を Pk1 基準時点での k生産物の消費

量を Qkoとすれば，ラスパイレス式を用いた消費者物価指数は

29) JMK vol.5, p.72o 

30) JMK vol.5, p.76o 

31) A Treαtise on Money, vol.1, as JMK vol.5, p.47o 

32) JMK vol.5, p.48。
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となる。この式の意味するところは次の通りである。

まず，ある一組の消費者集団を想定し，その集団にとって重要だと思われる生産物を n種

類選び出す。そして選び出されたn種類の生産物だけについて，それぞれの消費量が比較時

点においても基準時点と変わらなかったと仮定した場合の基準時点での消費総額と比較時点で

の消費総額との比率をとったものである。したがって この指数は（1）ある特定の消費者集団，

(2）ある特定の作産物集団，（3）その消費者集団のある特定時点における消費の型，を前提とし

てはじめて意味をもちうるものとなる。したがって消費者集凶が暴なったり，注目する品目が

異なったり，消費の型が変化したりすればこの指数で表わされる貨幣の購買力の変化は意味を

もたない。観察される消費者集団 生産物の種類消費の型が違えば消費者物価指数の値もま

た違ってくるわけで、ある。

この制約はGN Pデフレーターとして用いられるパーシェ式を用いた指数においても同じで

ある。また，ラスパイレス式による指数とパーシェ式による指数との幾何平均であるフイッシャー

の理想算式も，こうしたラスパイレス式やパーシェ式の制約を逃れるために工夫されたもので

はなく，時点逆転テストと要素逆転テストに合格し，しかも計算が簡単である，という形式的

基準にしたがって得られたものである以上，ラスパイレス式，パーシェ式がもつのと同じ制約

を共有せざるをえない問。

このように考えていくと，消費者物価指数（それがどんな算式で計算されたものだとしても）

は，ある特定の消費者集団について，選ばれた （n種類の）生産物をある特定のウエイトを用

いて合成した「合成商品Jの価格がどれだけ変化したかということを示すものだと言える。し

たがって貨幣表示された産出量の変化を消費者物価指数で載ることで得られるものは，消費者

33）ケインズの次の文章はフイツシャーの理想算式が単にひとつの便宜的子段にすぎず，ラスパイレス

式やパ←シェ式がもっ制約を逃れる理論的な根拠をもつものではないことを明確に論じている。

「もしわれわれが， p［ラスパイレス式による指数］と q［パーシェ式による指数］との中間にあ

る［債を生む］式を，もっともらしい近似式ではなく単に話を簡単にするための便宜的手段だと考え

るなら，われわれが，代数上の優雅さ，算術上の簡単さ，労力の節約，さらにひとつの特定の簡便な

表記の体系をさまざまな場合に用いる際の内部的整合性などを考慮してこの式を選ぶのも当然であろ

う。もしρとqが大きく食い違っているとすればどのような形式の簡便な表記を用いても重大な誤

りを導くであろうが， pとqとに大差ないならば「βとqとの中間」という表現を用いることは煩わ

しいし，中間にある数字の名前を何か指定するJiが，たとえその数字の選択がまったく怒意的なもの

であるとしても便利であるし，そうしても重大な誤りを導くことはないだろう。したがって， J瓦
というような式は「pとqとの中間」という言葉の代わりに用いられる便宜的でまた矛盾のない簡

便な表記にすぎない，ということを理解しているならば，私はこれにたいして反対はしない。」 （JM

K vol.5, p.101) 
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集団，生産物の種類，消費の型を特定し，この限定された条件の下でのみ通用する，貨幣表示

の産出量で購入できる仮想的な合成商品の数量の変化であるということである。一方，実物表

示の産出量の変化は，実際に経済全体で生産された生産物の実物量の変化であるから，消費者

物価指数で割られた貨幣表示の産出量の変化は実物表示の産出量の変化とは概念的にも異なっ

たものであって，この両者は同じ方向に変化するという保証さえももたない。

以上，この章での検討から，どの生産物集合を選ぶかには無関係であるという意味で「不定」

な標準，すなわち一般的貨幣価値，一般物価水準というものは決して測定できないどころか実

体としても存在することのないものであること，また，貨幣の購買力はある特定の条件下での

み意味をもつものであるから これを一般物価水準の代用として貨幣表示の生産量を実物表示

の生産量に変換するために暖味さなしに用いることはできないことが明らかになったへ

N 労働単位による実物表示

『一般理論』における数量的分析のためにケインズが求めていたのは，それぞれに異なる物

量単位をもつために直接には測定できない産出の規模の変化すなわち実物表示の産出量の変化

を測定するための暖味さをもたない尺度であるが このことにかんして以上の検討から明らか

になったのは次の二点である。

(1）経済全体の生産物の量について語るためには，すべての生産物に共通する質の存在が必

要であることから，数量的分析の素材となりうる同質な単位は貨幣か労働かのいずれか以外に

は存在しないこと。

(2）貨幣表示の産出量から貨幣価値の変化を除去するという方法で実物表示の産出量の変化

を得ることはできないこと。

したがって，次の課題は残された可能性である労働が実物表示の産出量を測定する尺度とな

34）宮崎義一，伊東光晴『コンメンタールケインズ一般理論』，日本評論社， 1961年では，ケインズが

国民所得を一般物価水準で割って間接的に実質産出量を計算する方法を用いなかった理由として，

「ケインズ・モデルでは，貨幣所得も一般物価水準も未知数であるから 一般物価水準をあらかじめ

決定して，実質所得の動きを分析することは理論的に不可能である」（93ページ）ことをあげ，一方，

「すでにこれらの値（一般物価水準）が統計的に確定している過去のあらゆる事態の説明のためには，

技術的困難さえ克服すれば，実質所得を測定することは不可能ではない」（93ページ）としている。こ

れまで検討してきたように，過去の生産物の数量データや価格データがすべて出揃ったとしても一般

物価水準を媛昧さなしに定義することはできない。数量分析という課題から離れた場合には前者の指

摘は重要であるが，一般物価水準の唆昧さとは，利用できるデータの不完全さという技術的な問題で

はなく，定義そのものが不定であるという論理的な問題だからである。数量分析の素材として要求さ

れる厳密性を望むかぎり，貨幣所得と一般物価水準とが同時決定されようとされまいと，貨幣所得か

ら実質産出量を計算するためのデフレーターとして一般物価水準を用いるごとはできないのである。
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りうるかどうかを検討することでなければならない。労働が実物去示の産出量を測定する尺度

となるために必要な条件は，（1）測定の単位となる労働が同質であって，数量的分析の材料と

なり得るように厳密な形で定義されること，（2)(1）が満たされた場合に，測定された労働量と

実物衣示の産出量との聞に増減の方向を同じくする量的関係が存在すること，の二つである。

N 1 賃金単位を用いた労働の同質化

経済にはさまざまな種類の生産物が存在し，具体的な労働の内容もそれが生産する生産物の

種類によって，たとえば米作労働，旋盤労働，医療労働などさまざまに異なっている。労働が

実物表示の産出量を測定する尺度となりうるかどうかにかかわる問題の第ーはこのように異なっ

た内容をもっさまざまな労働が共通しでもつ質を見つけ出し，この共通する質に対応する量を

測定することができるかどうかということである。

ケインズの考え方は次のように説明できる。いかなる種類の労働であっても何らかの大きさ

の貨幣賃金を受けとっている点が共通の質であるとするなら，その貨幣賃金の支払額は共通す

るとの質の量的表現である。まず，ある大きさの賃金を得る労働をとりあげ，その労働を基準

として，これを労働単位と呼ぶへそして 1労働単位に支払われている貨幣賃金を賃金単位と

呼ぶことにする。したがって，「Eを賃金（および俸給）支払総額， Wを賃金単位， N を雇用

量とすれば， E士 N・WとなるoJ36）いかなる生産物を岸産している労働であるかにはまった

くかかわりなく，この基準となった労働の；倍の貨幣賃金（すなわち 2賃金単位）が支払われ

ている労働は 2労働単位の労働であり 二分のーの貨幣賃金（すなわち士賃金単位）しか支

払われていない労働は十労働単位の労働で、あるということになる。

ケインズのこの考え方にしたがえば，労働の種類を問わず同じ貨幣賃金を得ている労働は同

一労働単位分の同質な労働として計算される。

しかしながら，同じ種類の労働であり，しかも同一賃金を得ている労働の聞であっても，実

際には熟練や能率の違いという差異が存在する。さらに 実際には異なった能率をもっ労働が

その能率の違いに正確に比例した貨幣賃金を受けとっているとはかぎらない。その場合，能率

の違う労働のそれぞ、れ1労働単位が一定時間内に生産する実物表示の生産量に差異が生まれる

から，労働単位は生産の規模を測る尺度として，測定単位としての要件である同質性をもたな

いことになってしまう。

ケインズはこの差異を資本設備の側に帰すことで問題を処理する。すなわち，基準となる l

労働単位よりも実際には能率の低い労働が1賃金単位を得ている場合，労働は同質で，その労

35）ケインズは未熟練の普通労働を基準として用いるのがよいと考えていた。（RymesT.K. ed. 

Keynes’s Lectures, 1989, Macmi日an,p.138.平井俊顕訳『ケインズの講義j，東洋経済新報社，

1993年， 160ページ）

36) JMK vol.7, p.41。
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働に結びつけられている資本設備の側の効率が低いのだと考え，一方，基準となる 1労働単位

よりも実際には能率の高い労働が1賃金単位しか得ていない場合にも，労働は同質で，その労

働に結びつけられている資本設備の側の効率が高いと考えるのである冊。

本来，さまざまな種類の労働の総体としての量を問題とする場合には，まずそうしたさまざ

まな労働のそれぞ、れがもっ多面的な質のうちからすべてに共通する質を選び出し，すべての労

働を質的には同じであり量的にのみ区別されるような労働に還元しなければならない。そうし

た質的な規定があってはじめて労働量が経済量としての意味をもちうるお）。したがって， もし

さまざまな労働の質の同一化の論理が存在していれば，そうした論理を通じて同質なものに還

元された労働の量のある大きさをとって労働単位とし，能率の違いに比例してそれぞれの労働

にウエイトをつけることによって全体としての労働量を得ることができる。しかし，ケインズ

にはこのような異なる労働の質の同一化の議論は存在しない。ここから次のような批判が生ま

れることになる。

「各雇用労働の労働単位は，それ自体はどこまでも間質であり，量的にのみ区別されうるものである。

したがって労働単位の非同質’性ということはありえない。ヨリ能率の悪い，例えば二分の一能率の労

働は質的には普通労働単位と同質であり，量的には二分のー労働単位である。したがって賃銀も二分

のー賃銀単位でよいわけである。しかるにケインズは労働単位の同質性という言葉で，量的に区別さ

れる不等な労働を，その労働を構成する労働単位の数量まで同ーと考えている。・・・・・・したがって，

能率の悪い雇用労働がヨリ能率のよい雇用労働に比してヨリ少ない労働単位を含んでいるにも拘らず，

同質性のゆえを以て河一賃銀の支払をうけることを理の当然とケインズには考えられるのである。一

・・・・能率の悪い労働がヨリ多くの賃銀をうるということは正に異質的なこと，それも経済法則に逆立

ちした世にも不思議な理論である。」鈎）

この指摘は一定の妥当性をもっているのであって，本来ならばケインズはさまざまな労働の

質の同一化の論理を展開したあとでなければその量について語ることはできなかったはずであ

る。ではケインズはなぜ＼同一賃金を根拠に労働の同一性を説明するという転倒した議論をし

たのか。それはケインズにとって何より大切だったのが数量的分析に耐えうる瑳用量の規定と

測定であったからである。労働の能率そのものが測定できれば問題はない。その測定された能

率の一定量を含む労働を労働単位と考えればよいからである。ケインズが同一の貨幣賃金を支

払われている労働が実際に同一の能率をもっているとは考えていなかったにもかかわらず，こ

れを同一労働単位としたのは，労働の能率それ白体は測定できないため，貨幣賃金の高低が労

働の能率を表わすように資本設備の効率の概念を修正することで労働量を測定しようと考えた

からに他ならない。同一の貨幣賃金が支払われていることをもって質的にも同一な労働である

37) JMK vol.7, p.42。
38）経済量の性格については山田，前掲論文.122-128ページ参照。

39）三上隆三『ケインズ経済学の構造』，有斐閣， 1956年， 6465ページ。
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と考えるケインズのこの転倒した議論が生まれたのは 彼の課題が価値論の展開ではなくあく

までも数量的分析を行なうことだ、ったため，測定が可能であるかどうかが重大な意味をもって

いたからである。

しかしそれにもかかわらず，ケインズの次の文章から，ケインズが労働価値説に共感をもっ

ていたことがわかる叫。

「……私は次のような古典派以前の学説に共感している。すなわち，すべてのものは労働によって生

産されており，その労働はかつては術（art）と呼ばれ，今では技術（technique）と呼ばれている

ものによって，また稀少であるか豊富にあるかに応じて地代がかかったりただであったりする天然資

源によって，また稀少であるか豊富にあるかに応じて価格が決められる，資産の形を具体的に取る過

去の労働の成果によって助けられていると考える学説に共感しているのである。企業者およびその助

力者の個人的用役ももちろん含まれた労働は，与えられた技術，天然資源，資本設備および有効需要

の環境のもとで作用する唯一の生産要素と見るのが望ましい。このことは，なぜわれわれが，貨幣単

位および時閥単位以外に，労働単位を経済体系において必要とされる唯一の物的単位として考えるこ

とができたかを説明する理由のひとつである」叫。

もちろん，ここから直ちに，マルクス経済学が労働価値説に基づいていると言うのと同じ意

味でケインズ経済学が労働価値説に基づいていると言うことはできない。以上検討したように，

ケインズが労働単位を用いたのはあくまでも数量的分析に必要な厳密な測定の必要からだ、った

のであって，異質な労働を質的に同一なものに還元し，そこから価値を抽象する労働価値説の

立場とは議論の方向が反対だからである。

しかし，ケインズの単位の選定の問題と労働価値説との聞にこうした違いはあっても，ケイ

ンズが他のどの単位でもなく労働単位を経済学の量的概念を構成するための単位として用いた

意義は軽視されるべきでない。このことはケインズが産出量という経済量を経済的意味を何も

もたない単なる形式的な数量でなく あくまでも市場での交換を目的とした労働生産物である

商品の数量であることをはっきりと意識していたことを示すからである。ケインズ以降の経済

学の多くがこの意識を失ってしまったことを考えるとき，この点は強調されるべきである。経

済学は単なる形式論理の体系ではなく実質的内容をもった学問だとするケインズの経済学観が

ここに明確に示されているのである叫。

N-2 実物産出量の尺度としての労働と短期の条件

労働が実物表示の産出量を測定する尺度であるために必要な第二の条件，すなわち測定され

40）たとえば，デイラード『J.M.ケインズの経済学』（岡本好弘訳），東洋経済新報社， 1973年， 235

-236ページ参照。

41) JMK vol.7, pp.213 2140 

42）ケインズの経済学観については，拙稿「ケインズ『蓋然性論』からみた『一般理論』の今目的意義斗

『立教経済学研究』，第45巻第4号， 1992年を参照。
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た労働量と実物表示の産出量との聞に増減の方向を同じくする量的関係が存在しなければなら

ないという条件について検討しよう。

商品生産は過去の労働が体化した資本設備に生きた労働を組み合わせることによって行なわ

れる。したがって，実物産出量は資本設備の質と量，生きた労働の質と量に依存する。資本設

備の質が寓〈量が多いほど，また労働の質が寓く量が多いほど，一一一ぞれらに正比例するとは

かぎらないが一一実物産出量は大きくなる。だから，労働が同質化されていれば，実物産出量

は，（1)資本設備の質と量，および，（2）労働単位で表示された生きた労働の量＝労働単位で表

示された雇用量，に依存することになる。したがって，労働単位で表示された雇用最と実物表

示の産出量との聞に増減の方向を同じくする一意的な量的関係が存在するためにはもう一つの

決定要因である資本設備の質と量が一定でなければならない。だから資本設備一定といういわ

ゆる短期の条件が存在していれば，そしてその場合にかぎり，実物表示の生産量はその一定の

資本設備に結びつけられる労働単位表示の雇用量と増減をともにする岨）。前節で示したように

労働は労働単位という形で同質性を獲得し，厳密な数量的分析の素材として利用できるだけの

加工をうけているから，これに資本設備の質と量とが一定であるという短期の条件が加えられ

れば，直接には測定できない実物表示の産出量の代わりにこの労働量を用いて産出の規模を表

わすことができるわけである。

「われわれが与えられたものと考えるのは，利用可能な労働の現在の熟練と最，利用可能な

設備の現在の質と量，現在の技術，競争の程度，消費者の晴好と習慣，さまざまな強度の労働

の不効用と監督や組織化の活動の不効用，および後に変数であると述べるものを除く国民所得

の分配を決定する諾力を含む社会構造，である。」叫「具体的な場合にあってはいつも，企業者

は一定の資本設備をどのような規模で稼働させるかについての意志決定に関心をもっているの

である。」剖など，ケインズは f一般理論』の各所で自分の分析が短期分析であることを繰り

返し主張している。

シュムベーターはかつて 『一般理論jにおけるケインズのモデルが短期現象の範囲内にか

ぎられていることについて「枢要な制限は，生産関数や生産方法だけでなくプラントや設備の

量も質も変化することを許されないということであって，ケインズは議論の道筋に生じる重要

な転換点においてはこの制限を読者に飽きることなく印象づけている。・・・・・・このことによっ

てそうでなければとても認められないような多くの簡単化が許されている。たとえば，雇用を

43）実物表示の生産量が資本設備と結びつけられた生きた労働の量と増減をともにするということは両

者が比例的関係にあることを意味しない。ケインズは短期における収穫逓減を前提に議論を行なって

いる（たとえばJMKvol.7, p.81, 92参照）が，収穫逓減のもとでは労働の量が増加するほどには

実物表示の生産量は増加しない。しかし，増加寧の大小はともかく，両者が増減の方向をともにする

ことがここでの議論にとっては必要にして十分で、ある。

44) JMK vol.7, p.2450 

45) JMK vol.7, p.40。
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所得（産出量）にほぼ比例するものとして扱うことが許され，したがって片方が決まるとたち

まち他方も決まるといった簡単化である。」と評した劃。そこには，ケインズのモデルが短期

モデルであったことから生じる限界や含意についての説明はあっても，なぜケインズのモデル

が短期に制限されていなければならなかったのかという点についての説明はない。しかし，こ

のよろな傾向はなにもシュムベーターひとりのものではない。短期という条件設定の中に「雇

用と産出量がほぼ比例する」といった「簡単化Jが許されるという利点を認めるだけにとどま

るのが今日の一一般的傾向である。しかし，以上述べてきたことからもわかるように，「雇用と

産出量がほぼ比例する」ことはシュムベーターに代表される「簡単化」という程度の意義しか

もたないものではない。これは ケインズの経済学観と密接に結びついた労働単位という測定

単位の使崩を許し，数量的分析を行なうために必要な素材を得るために欠くことのできない条

件である。したがって，この条件の成立を保証する短期条件は，これがなければケインズの数

量分析が不可能になるという意味でケインズ経済学の死活を左右する重要性をもっていると言

える。

物価変動を捨象しない数量的分析であるかぎり，産出の規模を表わす測定単位は労働単位で

なければならない。また 労働単位が産出の規模を表わすことができるのは短期の場合にかぎ

られる。したがって数量的分析であるかぎり短期分析でなければならず＼短期分析でなければ

数量的分析を行なうことはできない。この意味で長期の数量的分析という言葉はケインズにとっ

ては形容矛盾なのである。ケインズが内らの理論を短期分析に限定したのは議論を単純にする

ための第一次接近法にすぎないものではない。短期という条件は，正しい数量的分析のために

必要な単位の厳密性を追求していくならば設定せざるをえない必須の条件なのである。

v ケインズ『一般理論Jにおける単位の選定の意義

以上の検討から，正しい数量的分析の素材として耐えうる尺度を用い産出の規模を測定する

ためには，資本設備一定という短期の条件のもとで労働単位表示の雇用量が用いられなければ

ならないこと，すなわち有効需要の原理に即して言えば，総供給関数，総需要関数の独立変数

が労働単位表示の雇用量でなければならないことが明らかになった。有効需要の原理を構成す

る変数のうち労働単位表示の雇用量以外では測定できない変数が存在することが明らかになっ

た以上，測定単位自体の変動の影響を免れるためには，その他の貨幣表示の数量も賃金単位を

用いて測られることによって，それぞれが支配する労働単位数で表わさなければならない。つ

まり，総供給関数，総需要関数の従属変数である総供給価額，総需要価額，さらには総所得額

46) Schumpeter J. A., 'John Maynard Keynes, 1883-1946’in Americαn Economic Review, 

Sept. 1946, rep. in Harris S. E. ed., The New Economics, 1947, Alfred A. knopf, Inc., 

p.93o日本銀行調査局訳『新しい経済学 I.I，東洋経済新報社， 1949年， 142～143ページ。
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や総消費額，総投資額も賃金単位を用いて測られ，労働単位で表示される必要があるのである。

たとえば総所得額は賃金単位を用いて測られることによって貨幣所得総額に含まれる賃金単位

数という形で表わされることになるが，これはその貨幣所得総額で支配できる労働単位数を意

味するから，賃金単位表示の総所得と労働単位表示の雇用量とは厳密に労働のみを媒介として

整令的に表わきれる数量として結合されるととになる。他の貨幣表示の数量も，それが賃金単

位で表示されることによって同じことが言える。有効需要の原理に労働単位表示の雇用量以外

で澱定できない変数が存在する以上，有効需要の原理が物価の変動の影響からも賃金単位の変

動の影響からも免れて成立するためには，その他すべての数量がそれぞれが支配する労働単位

数で表わされなければならないのである4九これが ケインズが雇用量以外の数量をも賃金単

位で測り，労働表示にした経済学的理由である。

本稿をはじめるにあたって，ケインズが量的表示の可能な概念を，（1）近似的な歴史的およ

び統計的叙述，（2）純粋に理論的な数量的分析という二つの用途に分けて考えるべきだと論じ

ていたことを指摘した。そして，これまでの検討によって，『一般理論Jにおける単位の選定

はこの後者の用途にかかわるものであること，経済全体についての数量的分析を目的としてい

る場合には，利用できる単位は貨幣と労働だけであることペとくに物価の変動が何かしらの

意味をもつような場合，貨幣表示の数量から物価の変動の影響を除去する方法は存在せず，し

たがって数量的分析に利用できる単位は労働以外には存在しないこと 49）を明らかにしてきた。

ケインズは『一般理論jにおいてわざわざひとつの章を割いて単位の選定の問題を論じている。

ケインズにとっては多数の非同質的な生産物からなる経済全体に数量分析を適用するためには

慎重な単位の選定が必要であった。それはケインズにとって経済学における単位の選定の困難

さが「指数論Jや『蓋然性論Lあるいは『貨幣論jにも認められた有機的に相互依存関係に

47）「このこと［賃金単位の変化によって分配関係に変化が起こり消費総額に影響が生じるという間接

的経路］を別にすれば，われわれは賃金単位で測られた所得を用いて消費性向を定義することによっ

て，賃金単位の変化をすでに考慮済みなのである。J(JMK vol.7, p.92) 

48）「私の考えでは，全体としての経済体系の動きを問題にする場合には，用いる単位を貨幣と労働と

いう二つの単伎のみに厳格に限定し，特定の産出物や設備にかかわる単位の使用を個々の企業や産業

の産出物を他と切り離して分析する場合のためにとっておき，そして全体としての産出物の量とか，

全体としての資本設備の量とか，一般物価水準というような唆昧な概念の使用を，ある（おそらくか

なり広い）範囲内において，不正確で近似的であることがあきらかな歴史的比較を試みる場合のため

にとっておくならば，多くの無用で複雑な問題を避けることができる。J(./MK vol.7, p.43) 

49）ケインズは，物価変動の影響を避けることが必要な場合，実物所得の代わりに賃金単位表示の所得

を用いる理由について次のように述べている。「本書で考察する実質所得の変動は，与えられた資本

設備にさまざまな雇用量（すなわち労働単位の量）を適用する結果生じるものであるから，実質所得

は雇用される労働単位数と増減をともにする。……生産物表示の実質所得を正確に数量的に測定する

ことは不可能だから，賃金単位表示の所得（Yw）を実質所得の変化を表わすのに適した実用的な指標

であると考えることが便利な場合が多い。」 （JMKvol.7, p.114) 
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ある複合体の数値的な比較や測定の困難さ田）と同じものであったからである。ケインズの単位

の選定における議論を軽視したり，厳密さが要求される理論の中であっても物価水準の定義に

ついての議論を行なわないまま貨幣表示の数量を単に I－－・般物価水準Jの変化や何らかの物価

指数で割ることによって「実質化」することに疑いを抱かない議論は，経済が非同質的な要素

からなる相互に有機的に関連しあった複合体であること，そして，そこでの単位の選定は論理

上きわめて難しい問題を含んでいることをケインズが繰り返し指摘したことの重要性を理解し

えないことから生じていると言えよう。

50）たとえば， JMKvol.11, pp.53-54, JMK vol.8, pp.29 40を参照。また，貨幣論においては

「正確な数量的比較を行なう際のこの困難は，これ以外のよく知られた多くの概念の場合に生ずるも

のと同じである。すなわち相互に同じ基準で測ることのできない複数の方向へその程度を変化させる

ことができるという意味で，複合的ないし多岐にわたるすべてのものの場合に生じるものである。実

物所得にかんして同質でない人間の集団を平均した購買力という概念はこの意味で複合的である。同

様な困難はあるものが別のものより全体として程度においてまさっているかどうかを問う場合，そし

て，そのまさっているということが，それぞFれが程度を変化させるがその変化が互いには同じ基準で

減ることのできないような形で生じるような，いくつかの属性の合成結果に依存している場合には，

いつでも生ずる。」 （JMKvol.5 , p.88）と述べられている。


